
７．１ はじめに
熱プラズマは，超高温・高エネルギー密度・活性な化学

反応を得ることや迅速なプラズマ制御が可能であり，アル

ゴンやヘリウムを用いた不活性雰囲気，酸素を用いた酸化

雰囲気，窒素や水素を用いた還元雰囲気などを自由に選択

できる．このことは，廃棄物処理に好都合であるため，熱

プラズマは環境問題の解決のための先端基盤技術の一つと

して期待されている．本章では，熱プラズマを用いた廃棄

物処理の現状と新展開として，焼却灰，放射性廃棄物，フ

ロン，PCB，アスベスト，医療廃棄物等の各処理の現状と

技術および課題に関し述べる．

７．２ 熱プラズマによる廃棄物処理の現状
環境問題の解決のための先端基盤技術のひとつとして熱

プラズマによる廃棄物処理技術［１，２］がある．廃棄物処理

プロセスとして熱プラズマが適している理由は，熱プラズ

マ中では電子のみならずイオンや原子などの重い粒子も高

温度であり，かつエネルギー密度が大きいので，処理対象

物質を短時間で高温にすることができることである．ま

た，化学反応速度は温度に対して指数関数的に増大するの

で，熱プラズマ中や高温周辺部では反応速度が著しく大き

くなる．さらに，高温状態の物質を急速に冷却することに

よって有害な副生成物の生成を阻止することができる．ま

た，熱プラズマが関与する伝熱速度は速いので，プロセス

のスタートアップやシャットダウンを迅速に行うことがで

き，さらにガスの使用量が少なく，概して排ガスシステム

の処理容量が小さくてすむ．

熱プラズマの優位性は，雰囲気を自由に選べることにも

ある．燃焼反応を用いた高温プロセスでは，燃焼ガス中に

生じる物質によって目的反応が阻害されるが，プラズマで

はそのような作用を避けることができる．

特に水蒸気を用いたプラズマの生成が可能であること

は，フロン分解において大きな利点となる．フロンは高温

にすれば容易に分解できるが，そのままでは分解ガスは下

流の低温領域においてCF４などの副生成物を合成してしま

う．このような再結合反応を抑制するためには，水素と酸

素が分解ガスとともに存在することが望ましい．フロン分

解によって発生するCはOによってCOあるいはCO２とな

り，ClやFはHによってHClやHFにすることによって副

生成物の発生を抑制することができる．プラズマ中に水素

と酸素を直接供給することも可能であるが，安全性と経済

性を考慮すれば水蒸気をプラズマガスとして用いるほうが

有利である［３‐８］．なお，詳細は７．５節で述べる．

この他に廃棄物処理としてすでに実用化されている熱プ

ラズマ技術として灰溶融がある．熱プラズマによって，都

市ごみ焼却炉から排出される焼却灰や焼却飛灰に含まれる

重金属類を不溶化し，ダイオキシン類を分解して無害化す

ることはすでに多くの自治体で用いられている．灰溶融と

低レベル放射性廃棄物の減容に関しては各 ７々．３節と７．４節

で取り上げる．また，プラズマ溶融技術は医療廃棄物処理

としても実用化されている．このシステムでは廃棄物を無

酸素状態で熱分解し，残った炭化物，注射針，ビン類等を

プラズマ加熱により安定なスラグに溶融固化させるもので

ある．医療廃棄物の処理に関しては７．８節で取り上げる．

熱プラズマを廃棄物処理システムとして実用化するのに

重要な点はコストである．熱プラズマは従来からコストが

高いものと扱われてきたが，熱プラズマが有する高温と高

化学活性という特徴を活用すれば，廃棄物処理装置全体と
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してのコストを低減できる可能性がある．例えば，酸・ア

ルカリ系の薬品を用いる湿式処理法を，熱プラズマを用い

る乾式処理方法に代えることにより，廃液処理に必要なコ

ストを低減できる効果がある［９，１０］．従来，熱プラズマは

その高温という特長を利用しているものがほとんどである

が，熱プラズマには高化学活性という魅力的な特徴があ

る．熱プラズマに存在している荷電粒子やラジカル（遊離

基）を上手に利用して，高化学活性であるという特長を活

用すれば，新しい廃棄物処理プロセスを開発することが可

能である．

またコストの点だけではなく，熱プラズマにしか実現で

きないプロセスがあることも重要な点である．最近は，焼

却と灰溶融を一段のプロセスとして，熱プラズマによる都

市ゴミのガス化を行うことが考えられている．また，半導

体製造プロセスなどに用いられている各種のプロセスガス

を分解することが要求されているが，この解決策として，

反応性熱プラズマを用いる排ガス処理プロセスが考えられ

る．遮断器などで大量に使用されている SF６を完全に分解

する技術の開発も望まれているが，反応性熱プラズマを用

いる方法は，この解決策の候補のひとつである．

他にも実用化されている熱プラズマによる廃棄物処理技

術に，製鉄・製鋼工場から大量に発生するダストのリサイ

クリングがある［１１］．電気炉ダストは鉛，亜鉛，クロムな

どの有価金属を含んでおり，熱プラズマでこれらのダスト

を処理することにより，蒸気圧の高い鉛や亜鉛を炉頂部か

ら，またその他の鉄，クロム，ニッケルなどの金属は炉底

部から溶融状態で回収することができる．

さらに，放射性核種を吸着した廃イオン交換樹脂の処理

［１２］，プラズマアーク溶解により自動車の廃触媒からの白

金族を回収するプロセス［１３］，アークによってアルミニウ

ムの溶解や鋳造過程で生じるドロスからアルミニウムを回

収するプロセス［１４］，熱プラズマによって廃タイヤを熱分

解して燃料ガスを合成するプロセス［１５］などが開発されて

いる．

７．３ 都市ごみ焼却灰の溶融処理
熱プラズマの一形態であるアーク放電を用いた廃棄物処

理技術の内，国内で実用化が最も進展しているのは，都市

ごみ焼却灰の溶融処理［１６‐１９］である．エコスラグ利用普

及センターが取りまとめた都市ごみ溶融施設数は，１９９７年

から２００１年の間に１１施設から５７施設と漸増し，２００２年には

１２０施設と急増している［２０，２１］．この内約半数の５０施設が

ガス化溶融炉であり，残りは焼却灰を溶融する施設であ

る．民間委託を除いた残りの６８施設の半数の３４施設が電気

加熱を採用している．さらに，電気加熱方式の大部分が熱

プラズマを利用したものである．施設数が急増した背景に

は，技術的な発展があることはもちろんであるが，１９９９年

に成立，翌年に施行されたダイオキシン類対策特別措置法

がドライビングフォース（駆動力）になっていることが指摘

できる．しかし，立法をめぐっては，「利権の構図」を指摘

する渡辺氏らの批判的な意見もあり［２２］，有害な廃棄物の

処理処分の費用負担の在り方が今後の課題であると考える．

技術的には，熱プラズマを用いた溶融炉は，アーク方式

とプラズマ方式に大別でき，後者はさらに移行形または非

移行形のプラズマトーチを用いる方式に分けられる［２３］．

アーク方式は，３本の黒鉛電極の間に三相交流アークを発

生させ，その熱で灰を溶融する方式である．例えば，東埼

玉資源環境組合第一工場では，８０トン／日の処理能力を有

する炉が稼動している．移行形のプラズマトーチを用いる

方式は，中空の黒鉛を電極とし，その内部を貫通する穴か

ら窒素ガスを噴出すことによってアーク放電を安定化して

いる．また，札幌白石清掃工場では，７０トン／日の処理能

力を有する溶融炉が２基稼動している．この施設の溶融原

単位は，800～1,000 kWh／トンを達成している［２４］．非移

行形プラズマトーチを用いる方式は，上述の２つの方式に

比べて炉底電極が不要になるという利点がある．兵庫県の

加古川新クリーンセンターでは，2MWの出力を有するプ

ラズマトーチにより３０トン／日の処理を行える溶融炉が

２００３年４月から操業されている［２５］．焼却後の灰を溶融す

る方式に対し，都市ごみのガス化溶融炉にプラズマトーチ

が用いられている事例もある［２６］．

ガス化溶融炉では，都市ごみは，コークス・石灰石とと

もにシャフト炉の上部から投入され，充填層の下部へ移動

する間に，乾燥，熱分解され溶融部に達する．溶融部では，

熱分解残渣や不燃物が，コークス中の炭素の燃焼熱を主な

熱源として溶融される．プラズマトーチは，シャフト炉の

羽口に取り付けられ，高温の空気を吹き込んでいる．プラ

ズマトーチを取り付ける利点は，炉内へ高温の空気が供給

できるため，起動・停止を短時間で行えること，スラグの

連続出滓が可能となること，廃棄物の熱量が変動してもシ

ステムの運転制御を行いやすいことなどである．

さらに，高周波熱プラズマを用いた溶融飛灰の処理に関

する研究［２７，２８］も行われており，実用化に向けた検討が

進めらている．

７．４ 放射性廃棄物の溶融処理
放射性廃棄物は，原子力発電所，原子燃料加工施設，研

究施設，医療施設などから発生している．最終処分のコス

ト低減，また，貯蔵・保管施設の有効利用，場合により輸

送コストの低減などの観点から，放射性廃棄物の減容は非

常に効果的である．

原子力発電所の運転や定期点検などで発生する低レベル

放射性廃棄物は，最終処分の前に固形化することが義務づ

けられている．液体状の低レベル放射性廃棄物は，固形化

処理され平成４（１９９２）年から青森県六ヶ所村で埋設処分が

行われている［２９］．一方，固体状の廃棄物については，圧

縮後にモルタルで固形化する方法と，溶融による固形化の

方法が採用されており，ドラム缶に入れられ平成１２（２０００）

年から埋設処分が行われている．溶融のための加熱源とし

て，熱プラズマを用いる方法も採用されている．

日本原子力発電株式会社は，敦賀発電所にプラズマ溶

融・減容処理設備を設置し［３０］，処理を開始した．この設

備では，金属，不燃物，可難燃物などの廃棄物を，約 600 kg/h

の処理速度で溶融・減容処理できる［３１］．この設備の大き
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な特徴は，中心部に出湯口が設けられた炉床を回転させ，

溶湯の保持や出湯を制御する構造により，出湯のための炉

の傾動操作を不要としている点である．また，出湯口は水

冷金属で構成されており，アークプラズマの着火が容易と

なっている．

国内における原子力発電所の運転廃棄物の溶融・減容処

理への適用を目指した開発研究が，１９８０年代に電力会社を

中心として実施されている［３２］．この研究では，金属や不

燃性の廃棄物を対象としたもので，可難燃物を分別するこ

とを前提としていた．これに対し，アークプラズマを用い

て金属や不燃物に加え可難燃物も一括して溶融・減容し，

ダストの性状や排ガス組成［３３］，最終処分に適した固化体

を作製できることや溶融時の核種挙動［３４‐３６］，これらに

及ぼす炉内雰囲気ガス条件の影響［３７］，また，溶融時の

アークプラズマの安定性などが解明されている［３８］．

日本原子力研究開発機構（旧，日本原子力研究所）は，研

究所内から発生する放射性廃棄物の減容処理施設を建設し

た．この施設では，可燃物や難燃物を焼却するための焼却

施設，大型の廃棄物を解体し分別するための施設，原子炉

系の金属廃棄物を圧縮減容する施設，金属廃棄物を溶融し

たり焼却炉の残渣や不燃性廃棄物を溶融する施設などから

構成されている［３９］．この中で，不燃性廃棄物を溶融する

ためのプラズマ炉は，1.3 MWの非移行形プラズマトーチ

が２本取り付けられ，約４トン／日の処理能力を有してい

る［４０］．

本システムの開発に関わる一連の研究では，高周波誘導

加熱とプラズマ加熱を併用するハイブリッド加熱方式や高

周波誘導加熱方式により，炭素鋼や保温材を溶融して得ら

れた溶融固化体の均質性［４１］，溶融固化体の化学的安定性

［４２］，溶融時の核種挙動［４３］などが明らかにされている

［４４］．

７．５ フロンガスの処理
フロンは，冷蔵庫の冷媒，半導体部品の洗浄などに使わ

れてきたが，特定フロン（CFC）はオゾン破壊係数，地球温

暖化係数が高く，生産が中止された．対流圏で短時間に分

解する指定フロン（HCFC）やオゾン破壊係数が低い第２世

代フロン（HFC）が開発され，HFCが広く使用されている．

また，半導体素子の製造過程においては PFC（C４F８や CF４）

が用いられるが，これらも温暖化係数が高い．さらに，電

気絶縁・消弧媒体でありながら温暖化係数がCO２の 24,000

倍という SF６も規制され，COP３京都議定書の規制は運用

を開始し始めている．

フロンの分解方法［４５，４６］としては，液中燃焼法，ロータ

リキルン法，セメントキルン法，都市ごみ焼却法，超臨界

水法，触媒法，プラズマ法があり，特にプラズマ法［４７］で

は，約１万度の直流アークプラズマで分解するアークプラ

ズマ法，フロンと水を高周波トーチへ導き，約１万度で分

解する高周波プラズマ法，フロンと水をマイクロ波トーチ

へ導き，約６千度で分解するマイクロ波プラズマ法などに

区別される．

高周波プラズマによる処理例では，千葉県市川市のク

リーンジャパンセンターに設置されていたフロン分解プラ

ント［４，４８］，北九州市のエコタウンで稼動しているフロン

分解プラントなどがあり，約200 kW入力し，誘導電流によ

るジュール熱で励起された約１万度のプラズマ中でフロン

と水蒸気が接触反応（加水分解）する．高周波プラズマで

は電極の腐食問題が無く，一定のプラズマ形状が得られ，

強度の紫外線の照射も加わって，十分に分解反応する．

フロンをプラズマにより分解すると，主として炭酸ガス

（CO２），塩酸（HCl），フッ酸（HF）になり，冷却塔等で水に

吸収される．排ガスは苛性ソーダにより中和され，さらに

還元された後，大気に放散される．排水は，中和処理され，

蛍石を遠心分離機で除去した後，放流される．フロンの分

解率は，99.99％以上を示している．プラズマ入力電力量／

フロン重量比が約 1.0 kWh/kg 以上では，プラズマが安定

し，分解率も高く十分に無害化処理できる．排ガス中の有

害物質の濃度は基準値を大きく下回る．ダイオキシンおよ

びジベンゾフランの合計毒性等価濃度は 0.04 ng-TEQ/

Nm３であり，安全性を確認している．フロンはプラズマで

完全に破壊され，さらにダイオキシン類は高温分解され，

冷却塔部で瞬時に６０℃前後にまで冷却され，ダイオキシン

類は再合成されない．

マイクロ波プラズマによる分解例［５］では，フロンと水

蒸気をガラス管に引き込み，約 2,450 MHz のマイクロ波を

当て，中心温度 6,000 K 以上のプラズマにする．生成ガス

は，消石灰（CaOH）の水溶液に通す．生成されるCaCl

と蛍石はいずれも無害な安定物質である．CFC１２を 99.99

％の高分解率で，１時間に 2 kg 処理し，１０時間連続運転で

きる．小規模でも容易に設置でき，CFC１１［４９］やC４F８［５０］

の分解例もある．

直流放電によっても，フロン分解は行われているが，高

温の水蒸気雰囲気での電極の耐久性の問題があるので，水

蒸気のみを作動ガスとして用いている例は非常に少ない．

このためアルゴンなどの通常のガスを作動ガスとして用い

て，プラズマジェットの下流で水蒸気を噴射する方法がよ

く用いられている．このような水蒸気プラズマによってフ

ロンを分解することでHFや HCl が生成し，これらを水中

に通し急冷することにより，HFや HCl を水溶液として除

去可能でダイオキシン類の生成を防ぐことが可能であり，

水蒸気無しのプラズマ処理に比べ不均化反応や二量化反応

による副生成物の発生，すすの生成等を防ぐことができ

る．水蒸気プラズマの例としてプラズマによる有機化合物

分解技術（PLASCON）によるフロン，ハロン，PCB等の

分解を行うシステムがある［６，７］．150 kWのプラズマ

ジェットでCFC１２を 40 slm（NL/min）で分解しており，プ

ラズマパワーに対する供給量の比を 6 mol/kWh以下にす

れば，副反応で生成するCF３Cl を抑制することが可能であ

る．また，６．３節で述べた直流放電によるスチームプラズマ

トーチが最近開発され，フロン類の分解への応用が研究さ

れている［８］．

７．６ PCBの処理
PCB（ポリ塩化ビフェニル）［５１］は，生体・環境への影響
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が明らかになり，生産が中止され新規使用が禁止されてい

る．熱媒体用は回収されたが，電気機器用は現在も継続使

用もしくは保管されている．また，重電機器の中に微量の

PCBが混入していることから，その処理が急がれてい

る．PCBはビフェニル骨格に塩素が置換したもので，異性

体が存在し，化学的に安定，難熱分解性，難腐食性，高電

気絶縁性，不燃性等という特性がある．我が国では約

59,000 トンが生産され，熱媒体，トランス・コンデンサ用

の絶縁油等に使われた．PCBは残留性有機汚染物質

（POPs）で，環境中で分解されにくく，人の健康・環境への

有毒性がある．塩素の数と位置によって毒性が異なり，コ

プラナー PCBと呼ばれる異性体には，ダイオキシン類：

DXNs と同様の毒性があるとされ，毒性換算係数（TEF）が

定められている．

OECD（経済協力開発機構）において，製造等の禁止，適

正処理が決議され，UNEP（国連環境計画）は PCBトラン

スおよびコンデンサの管理・処分のガイド等を発行してい

る．国際的にはストックホルム条約で POPs，PCB，フロン

類等に製造・使用の禁止や制限，排出の削減，廃絶を謳っ

ており，PCBは２０２５年までに使用を禁止し，２０２８年までに

廃絶することが勧告されている．日本において，PCB処理

の研究例［５１］や実績［５２］があるものの，未だ多量の PCB

が未処理のままであり，現在まで保管が義務づけられてい

る．しかし，２００１年に施行された通称「PCB特別措置法」に

より，日本においても，２０１６年までに PCB処理を行うこと

が決められ，現在，全国を５ブロックに分けて，大型処理

プラントの建設が進められている．

現在，PCBのプラズマ分解法は，処分又は再生の方法と

して認定されている．PCBのプラズマ分解例としては，

PCBをドラム缶ごと溶融スラグ池に投入し，プラズマとス

ラグ池の高温で溶融分解する実証試験が行われており，ス

ラグのリサイクルが可能で，排ガス中のダイオキシンおよ

びPCBが規制値以下であることが確認されている［５２］．ま

た，前述の PLASCONシステムにより，オーストラリアに

おいて１９９２年より処理を開始［７］しており，日本において

も四日市市にある化学工場において 1,000 トン規模の実処

理が行われている．

７．７ アスベストの処理
アスベストは，学校の天井や壁などで安価な断熱材とし

て使用されてきたが，肺への有害針状物質であり，既に生

産が禁止されている．しかし，現在，過去に製造していた

施設周辺の住民への健康被害や既存の施設で未だに使用さ

れている問題がクローズアップされており，早急な処理が

課題となっている．このアスベストの処理方法の一つとし

て，アークプラズマにより溶融固化による無害化・再資源

化する方法が提案されている．アスベストは，溶融するこ

とで岩石やガラス状の安全なスラグとなり，針形状が無く

なることから，無害化することが可能である．処理後のス

ラグは，粒度 5 mm以下の入手が容易な砕石ダストと混合

すれば，下層路盤材の規格を満たしている．また，モルタ

ル用の骨材としてリサイクルしても，天然の陸砂と同等の

強度が出現する．したがって，路盤材料やコンクリート用

細骨材などに有効にリサイクルが可能である［１，１８，５３‐

５５］．

７．８ 医療廃棄物の処理
旧厚生省の調べによると，１９９８年度の感染性廃棄物の医

療関係機関からの排出量は全国で１５万トンに昇り，年々増

加しており，社会的に問題となっている．一方，医療機関

から排出される感染性廃棄物は特別管理廃棄物に指定さ

れ，厳重な管理と処理が義務づけられている．また，２００１

年４月からは改正廃棄物処理法が施行となり，排出者責任

の徹底が明確化されている．さらに，２００２年１２月からはダ

イオキシン類の濃度規制が強化された．したがって，既存

処理施設において医療廃棄物は，一般的には焼却方法で処

理されているが，注射針やビン類が残ることやダイオキシ

ン発生等の環境問題が深刻化してきた．

現在，廃棄物処理センターでは多様化する廃棄物を素材

ごとに分別した後，重油などの火炎を用いて燃焼させるが

超高温のプラズマ溶融に比べて残滓の容積は大きく，処理

センター迄の輸送コストと埋立地の確保が，廃棄物［５６］の

移動作業に伴う作業者への感染の危険とともに深刻な問題

となってきている．さらに，小規模の医療機関の場合，廃

棄物の収集が毎日ではないため，収集日までの間の廃棄物

の安全保管が問題である．現在，医療廃棄物処理の外部委

託率は９７％を占め，遠路の処理施設に輸送している．感染

性廃棄物の処理事業者は，収集運搬で約6,000社，処分業者

で約３００社が認可され，このうち感染性廃棄物の専業業者

は２０～３０社である［５６］．医療廃棄物処理の市場規模として

は，1,000床規模の病院で委託業者に支払う費用は年間３億

円であり，１９９６年で全国の総計では１５００億円である．この

ように，全国で毎日医療廃棄物の運搬・処理が行われてい

るが，もし，トラック輸送中の事故で感染性医療廃棄物が

四散する事態を起こせばその汚染は深刻となる．廃棄物発

生者側の立会いの下で現場にて安全，安価に短時間で即日

完全処理できる装置が求められており，各々の病院では安

全かつ確実に無害化し，かつ，減量することができる熱プ

ラズマによる溶融処理方法が注目されている．

２００１年から１年間名古屋にて，プラズマ溶融による医療

廃棄物処理装置の実証実験［５７，５８］が行われた．本装置は，

従来の焼却処理では燃え残る金属やガラスを含む医療廃棄

物を，プラズマ加熱により安定なスラグに溶融固化させる

ものである．特長としては，医療廃棄物を完全に無害化し，

約 1/200 まで減容化でき，スラグは路盤材などに再利用が

可能である．電気加熱により高精度の温度制御ができるた

め，排ガス処理が行いやすく，ダイオキシン値を現行基準

値の 1/50（0.1 ng-TEQ/Nm3）以下に大幅に抑制可能であ

る．溶融された廃棄物はスラグ化し，容積は約 1/250 に減

容化できる．非移行形プラズマトーチを用いた医療廃棄物

処理として，ロシアにおいて行われている研究例［５９］があ

る．150 kW非移行形トーチを利用し，かつ，チャンバーに

水蒸気と空気を加え反応性を高めることで，非導電性物質

の多い医療廃棄物の処理を行っており，排ガスはバグフィ
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ルタとスクラバを用いて処理され，排ガスやスラグの成分

も調査されている．

非移行形と移行形の特性を持つV字アークプラズマ［６０］

による感染性医療廃棄物溶融処理［６１］が，岸和田市や松山

市で行われている．溶融処理量は，１日８時間運転で 1,000

L 可能であり，量に応じて２４時間運転で，3,000 L まで可能

である．ダイオキシン類の排出量は基準値以下で，環境基

準値の 5 ng-TEQ/m３に比べ，0.00015 ng-TEQ/m３と極めて

微量である．廃棄物は，1,600℃で溶融固化され，安全無害

なスラグになる．溶融スラグは，火成岩に近い物質で，最

終処分場に埋設処分が可能であり，一般産業廃棄物として

処分できる他，路盤材などに再利用もできる．残留率は，

体積比で 3/1,000，重量比で 5/100 である．

また，同じ非移行形と移行形の特長を有する移動式小型

廃棄物処理溶融炉の開発がされている［６２，６３］．Fig. 1 にマ

ルチトーチプラズマアーク溶融炉を示す．本溶融炉は，ツ

イントーチプラズマ［６４］と中間ノズルによる１万度以上の

超高温を用いる溶融炉，直流電源，プラズマ制御盤，冷却

水循環装置，排ガス集塵器などからなり，装置一式を 5.7

トン積みトラックに搭載して，病院，保健所といった医療

機関および老人ホーム，在宅看護の個人住宅などの現場に

出向き，感染性の医療廃棄物を即時に現地にて熱プラズマ

により溶融固化する．溶融炉は，熱プラズマにより医療廃

棄物を安定なスラグに溶融固化する．また，中間ノズルか

らの空気流で炉内の高温領域を拡大して溶融効率を高め

る．ツイントーチは移行形及び非移行形の特長を有してい

るため，非導電性物質の処理も可能であり，高熱により電

源投入後の２０～３０秒間で医療廃棄物を完全溶融することが

可能で，出滓容積は少量となることが期待される．さらに，

ツイントーチからのエネルギーは，超高温［６４］だけでなく

紫外線による殺菌や赤外線による加熱処理［６５‐６７］などに

応用することが期待される．本溶融炉は，現在，アーク姿

態［６８，６９］の制御や溶融効率の向上，排ガスの法律適合化，

および，コストに関し研究開発が進められており，平成１８

（２００６）年度に性能試験が実施される予定である．

７．９ まとめ
本章では，熱プラズマを用いた廃棄物処理の現状と新展

開として，焼却灰，放射性廃棄物，フロン，PCB，アスベ

スト，医療廃棄物等の各処理の現状と技術および課題に関

しまとめた．熱プラズマは，廃棄物処理に好都合な特長を

持つため，環境問題の解決のための先端基盤技術の一つと

して期待されており，プラズマによる廃棄物処理プロセス

は，これからの資源循環型社会構築に対して一石を投じる

ものであると考えられる．近年，熱プラズマによる廃棄物

処理技術は，実用化・大規模化が図られつつあり，本技術

のさらなる発展が期待される．
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